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議案第５２号



議案第５３号 

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇

等に関する条例の一部改正について 

 

１ 法改正に伴う関係規定の整備（第１０条関係） 

  男女ともに仕事と育児・介護を両立できる職場環境を整備するため、「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の一部が改正され、令和６年８月

に行われた人事院の「公務員人事管理に関する報告」においても、子の年齢に応じ柔軟な働

き方を実現するための措置の拡充や、介護離職防止のため、仕事と介護の両立支援制度の強

化のための措置の実現を図ることとされた。 

これらを踏まえ、法改正に伴う関係規定の整備として、「育児又は介護を行う職員の時間

外勤務等の制限に係る子の対象年齢の拡大」を行う。 

 

【改正内容】 

時間外勤務の制限を申請することができる子の対象年齢について、次のとおり拡大する。 

≪ 現行 ≫ ３歳に満たない子 

≪改正後≫ 小学校就学の始期に達するまでの子 

 

２ 本市独自の仕事と育児の両立支援制度の拡充（第１４条第４項関係） 

令和６年度の本市人事委員会報告において、「子に障害がある場合への配慮など、個別の

事情にも対応ができる育児・介護制度の充実に向けて研究されたい。」との言及がなされた

ことを踏まえ、本市独自の制度として、子に障害がある場合への配慮を含む仕事と育児の両

立支援制度の拡充を目的に、子育て部分休暇を新設する。 

 

【改正内容】 

 正規教職員を対象に、子育て部分休暇（無給休暇）を新設する。 

＜参考：制度概要（予定）＞ 

制度名称 子育て部分休暇（新設） 部分休業（現行：引き続き利用可能） 

対象 
小学校１～６年生（障害のある子は中

学校３年生）までの子を養育する者 
小学校就学前までの子を養育する者 

取扱い 
・1 日 2 時間以内（30 分単位） 

・時間帯の制限なし 

・1 日 2 時間以内（30 分単位） 

・勤務の始め又は終わり 

給与 無給 

定期昇給 影響なし 

勤勉手当 

の除算 
勤務しなかった時間を日に換算して 30 日に達するまでの期間は除算しない 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日  
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